
○平成29年11月29日開催（第３回推進委員会）

整理番号 項目
委員からの質問・意見等の内容

（要旨※一部要約） 質問・意見等に対する県の回答・対応方針 回答担当課

1

＜第３回推進委員会　資料３　P57＞
○第１編第１章第１節 介護予防と重度化防止対策
の推進
　「５ 市町村の自立支援・重度化防止の取組みに
対する県の支援（４）」
　自立支援・重度化防止の取組みの中で，「栄養
士」との記載があるが，「管理栄養士・栄養士」に修
正してほしい。

＜原案　P57＞
・ご意見を踏まえ，「管理栄養士・栄養士」に修正しました。

長寿福祉課
（保健予防課）

・地域包括ケアシステムにおける管理栄養士・栄養士を含む多
職種の連携は，大変重要であるため，今後もご意見を踏まえ，
推進してまいります。

長寿福祉課

＜原案　P61＞
・追加意見（Ｎo24）で回答

長寿福祉課

3
介護人材
確保

＜第３回推進委員会　資料３　P148＞
○第４編第２章第２節　就業支援と処遇・環境改善
の取組み
　「１ 福祉人材の就業支援，就職相談窓口の充実
（９）介護職のイメージアップ」
　啓発活動の対象者として，小・中・高校生の記載
がとあるのに，「大学生」が記載されていないが，大
学生の就業先も介護は対象であるので，記載して
ほしい。

＜原案　P147＞
・ご意見を踏まえ，「大学生」についても，追記しました。

福祉指導課

4 健康寿命

＜第３回推進委員会　資料３　P58＞
○第１章第１節第２節　健康づくりの推進「１ 健康
寿命の延伸」について，本県の健康寿命の現状値
が記載されているが，栗盛委員が市町村ごとの数
値を算出されているとのことなので，その地域ごと
（市町村別）のデータを提供してほしい。
　※追加意見の提出もあり

・栗盛委員の研究されている，本県の市町村別健康寿命（余命）
については，「平成27年度47都道府県と茨城県44市町村の健康
寿命（余命）に関する調査健康研究報告書」において，公表され
ているものであります。
　上記の報告書の全文は，県立健康プラザホームページにおい
て公開されており，各市町村にも配布されておりますが，お尋ね
の市町村別の健康寿命については，別添のとおり抜粋させてい
ただいたものを添付しております。

保健予防課

＜原案　P173＞
・訪問看護ステーションの体制強化は重要であることから，多職
種の連携強化と機能強化型訪問看護ステーションの設置を推
進してまいります。
　なお，原案については，「P173の【対策】」に，機能強化型訪問
看護ステーションの設置を推進する旨記載致します。

長寿福祉課

・同上 医療政策課

6
介護予
防・重度
化防止

＜第３回推進委員会　資料３　P143＞
○第６節の『地域包括ケア「見える化」システム』に
ついては，各市町村において，活用できるところと
活用しきれないところの格差が出てしまうおそれが
ある。広域的な視点で県から助言してもらい，見え
る化システムも活用し，各市町村の底上げをしてほ
しい。

＜原案　P143＞
・『地域包括ケア「見える化」システム』については，市町村の保
険者機能を強化し，地域の課題を解決するために重要であるこ
とから，その積極的な活用を働きかけるとともに，市町村職員向
けの操作・活用研修会を実施するなどの支援をしてまいります。

長寿福祉課

7 総論

○総論的な話であるが，この計画は，高齢者を支
援するためのプランなので，仕方がないとは思うの
だが，前提として，県民自身の覚悟や自覚，本人
の選択といった視点も記載してほしい。

＜原案　P231＞
・ご意見を踏まえ，「第７編第１章第３節　県民の役割」の部分
に，介護保険法第４条に規定されている「国民の努力及び義務」
の内容・趣旨を記載し，高齢者自身の役割として，自ら介護予
防・重度化防止への取組みを行うことの重要性を記載いたしま
す。

長寿福祉課

5

＜第３回推進委員会　資料１　P20，資料３　P173
（在宅医療）＞
○第４編第１章第２節 在宅医療の提供体制
　「数値目標」の案として，「訪問看護事業所数（人
口10万人あたり）」が記載されているが，茨城県で
は，訪問看護事業所数は増えているものの，１事
業所当たりの看護師数が少ないことが問題であ
る。
　在宅医療等を推進するためには，訪問看護事業
所の体制強化と人数の増加が必要であるため，機
能強化型の訪問看護事業所を増やしていくことも
検討していただきたい。

在宅医療

＜第３回推進委員会　資料３　P60＞
○第１編第１章第２節 健康づくりの推進
　「２ 生活習慣病の予防」の【対策】のところに，東
海村の減塩の取り組みなど，茨城県でも全国から
見て先進的な取組みがあるので，栄養士と地域包
括ケアシステムの連携というものを記載してほし
い。
　※追加意見（No24）あり

健康づく
り

2

参考資料１
平成29年度 第４回

いばらき高齢者プラン21推進委員会

平成30年2月7日

平成29年度 第3回 いばらき高齢者プラン21推進委員会における主な意見及び対応について
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整理番号 項目
委員からの質問・意見等の内容

（要旨※一部要約） 質問・意見等に対する県の回答・対応方針 回答担当課

8 認知症

＜第３回推進委員会　資料３　P103＞
○認知症関係の数値目標が新設され，増えている
のはよいことと思う。

歯科医師の対応力向上研修が新設されるのは重
要であるし，認知症も最後は，飲み込む力，口腔ケ
アがどれだけできるかにかかってくるので，この取
り組みは是非進めてもらいたい。

・引き続き，歯科医師を含む多職種の連携により，認知症への
対応力を強化・向上してまいります。

長寿福祉課

9
介護人材
確保

＜第３回推進委員会　資料３　P148＞
○（６）外国人介護人材の活用

外国人を介護分野で制度的に受け入れるとなれ
ば，個別の施設での対応では限界があるので，県
の体制支援をお願いしたい。

また，介護人材不足が深刻であり，現場では介護
職員を研修に行かせる余裕もなくなっている。

・外国人の介護分野での受入体制については，介護現場の皆
様の御意見を伺いながら，円滑な対応となるように検討してまい
ります。
・研修の開催場所（市町村）については，県内各地域の介護職
員の皆様が参加しやすいように，参加される方のニーズなども
踏まえながら開催場所を工夫してまいります。

福祉指導課

10
介護人材
確保

＜第３回推進委員会　資料３　P148＞
○（９）介護職のイメージアップ
　介護職のイメージアップは，大胆にやってもらい
たい。
　介護には，きついとか給料が安いとかマイナスな
イメージがあり，これでは，就業者は増えない。
　茨城県には，世界初のロボット機器もあるのだか
ら，ぜひ，こうした明るい話題をアピールして，介護
のイメージを明るくしてほしい。

＜原案　P147＞
・介護職のイメージアップについては，従来に増して，積極的に
取り組んでまいります。
　本文にも「また，介護分野には，ロボット介護機器やＡＩなどを
はじめとして第４次産業革命を先導していく先進的な取組みもあ
ることから，こうした明るい話題もＰＲしてまいります。」と記載し
てまいります。

福祉指導課
（長寿福祉課）

・介護現場の人手不足については，重要な課題と認識しており
ますが，現状では，介護保険制度上の介護報酬算定上の課
題，混合介護との整理が必要であるため，現在，特区制度の活
用も視野に研究中であります。

長寿福祉課

・シルバーリハビリ体操指導士，認知症サポーター，地域介護ヘ
ルパーの積極的な活用については，引き続き検討してまいりま
す。
　また，国では，今回の介護報酬改定により，生活援助サービス
の担い手の資格を緩和し，「介護未経験者への入門的研修」の
創設を決定していることから，こうした動向にも適切に対応して
まいります。

長寿福祉課

・同上 福祉指導課

12
地域包括
ケアシステ

ム

＜第３回推進委員会　資料３　P62（歯科口腔），
P175（在宅医療）＞
○医科だけなく，歯科も含めた多職種の連携を推
進する必要があり，この視点についても，引き続
き，県の支援・取組みをお願いしたい。

・地域包括ケアシステム構築のためには，歯科を含めた多職種
連携が重要であるため，県としても引き続き取り組んでまいりま
す。

長寿福祉課

・サ高住については，地元市町村と協力しながら，医療・介護
サービスが適切に確保されるよう，指導してまいります。

長寿福祉課

＜サ高住の整備目標・登録基準への対応について＞

・住生活基本計画（全国計画）において，サ高住を含む高齢者
向け住宅の高齢者人口に対する割合を，平成37年（2025年）に
４％にすることを目標としており，それを受け，県では高齢者の
居住に対する多様なニーズに対応するため，地域の実情に応じ
た適切なサ高住の供給を促進してまいります。
　また，サ高住の登録基準については，高齢者の居住の安定確
保に関する法律第４条に基づく「県高齢者居住安定確保計画」
において，現在，面積等を含む基準を策定すべく検討中です。

住宅課

＜原案　P197＞
　（５）の題名を『「サービス付き高齢者向け住宅」の情報提供と
適切な供給』に修正するとともに，本文を「また，事業者に対して
サービス付き高齢者向け住宅整備事業など国の補助制度につ
いて周知するなど，適切な整備促進を図ります。」との記載に修
正いたしました。

住宅課

・同上 長寿福祉課

＜第３回推進委員会　資料３　P51（総合事業），
P88（地域介護ヘルパー），P100（認知症サポー
ター）＞
○訪問介護のうち，要支援者への生活支援が総合
事業へ移行したが，現場では，担い手確保が困
難。
　本県独自の地域介護ヘルパーや認知症サポー
ターを訪問介護の現場に活用できないか，介護人
材不足・担い手確保の一環として提案したい。
　こうした仕組み作りに県も協力してほしい。

＜第３回推進委員会　資料３　P191＞
○人にやさしいまちづくり
　私の専門分野からすると，福祉の住まい，といっ
たことになるので，この点で申し上げると，超高齢
社会を迎え，住まいは大変重要。
　国では，サ高住が，高齢者の住まいとして推進さ
れているが，今回の原案では，茨城県のサ高住の
整備目標がないのは残念。
　国で掲げているのだから，県でも目標値にできる
のではないか。
　サ高住の面積基準（25㎡）のあり方とか，登録基
準とか，もっと記載すべきことがあるのではない
か。

13 住まい

11
介護人材

確保

住まい

＜第３回推進委員会　資料３　P197＞
○「第４節　多様な高齢者向け「住まい」の整備と情
報の提供」は，地域包括ケアシステムにおける，
「住まい」の重要性からすると，「住まい」の整備と
「情報提供」と節が一つになっており，物足りない印
象である。

14
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整理番号 項目
委員からの質問・意見等の内容

（要旨※一部要約） 質問・意見等に対する県の回答・対応方針 回答担当課

追加意見
（介護支援
専門員関

係）

＜第３回推進委員会　資料３　P150＞
○第３編第２章第３節　専門的人材の養成・確保
「１ 介護支援専門員（ケアマネジャー）」
　介護支援専門員の法定研修のみが記載されてい
るが，日本介護支援専門員協会等が行う，地域の
実践的な研修などについても，有効なので記載し
てほしい。

＜原案　P150＞
・介護支援専門員の資質向上には，法定研修のみならず，市町
村の地域包括支援センターや職能団体が地域単位で行う実践
的な研修，さらには，各自の自主的な取組みも重要であることか
ら，各種研修等についても記載します。

　具体的には，P150の第３節　専門的人材の養成・確保「１ 介
護支援専門員（ケアマネジャー）」の項目に，「介護支援専門員
の資質向上には，法定研修のみならず，市町村の地域包括支
援センターや職能団体が行う実践的な研修も重要です。」との記
載をしてまいります。

長寿福祉課

・日本介護支援専門員協会が実施している，「災害支援ケアマ
ネジャー」養成の取組みは，地域における防災・減災活動につ
ながるものとして有益なものと認識しております。

長寿福祉課

＜原案　Ｐ185＞
・第５編第１章第１節　要配慮者支援体制の充実・強化（３）にご
意見を踏まえ，以下のとおり，記載してまいります。

　「大規模災害時には，避難所等において要配慮者への福祉に
関する相談支援活動が必要となることから，社会福祉士や介護
支援専門員などの福祉専門職の職能団体や事業者団体等と連
携し，高齢者などの要配慮者が福祉的な支援を円滑に受けられ
る環境づくりに努めます。」

福祉指導課

16
追加意見
（総論関

係）

○県総合計画の見直しと高齢者プランの関係につ
いて
　県総合計画のビジョン（案）が公表され，見直しに
向けた実質的な作業が開始されているようだが，
高齢者プランにも影響があるだろうから，その状況
を教えてほしい。

・別途説明予定 長寿福祉課
（企画課）

17
追加意見
（介護人材
確保関係）

＜第３回推進委員会　資料３　P144＞
○介護人材需給推計については，第７期から「市
町村及び県の役割」との記載がされているが，市
町村はノウハウを持っていないため，「県による支
援のもと，市町村及び県」との表現の方がよい。

＜原案　Ｐ144＞
・ ご意見を踏まえ，以下のとおり，修正しました。
　「（人材需給動向を）県による支援のもと市町村と県が推計
し，」との表現に改めました。

長寿福祉課

18
追加意見
（在宅医療

関係）

＜第３回推進委員会　資料３　P175＞
○在宅医療・介護連携
　原案には，「在宅医療に係る施策は，基本的に県
が所掌してきたため，多くの市町村では積極的に
取り組まれてこなかった領域の１つです。」とある
が，県の所管領域だったので，市町村は取り組ん
でこなかったのだから，「市町村の所掌ではなかっ
た領域の一つ」とすべきではないか。

＜原案　Ｐ173＞
・ご意見を踏まえ，以下のとおり，訂正します。
　「一方，在宅医療に係る施策は，保健所の参画等も含め，これ
まで都道府県が中心となって二次保健医療圏や三次保健医療
圏，医療機関を対象として対応してきたため，一般的には，市町
村に医療政策の取組み実績やノウハウの蓄積が少ない分野で
あり，今後，より積極的に取り組むことが求められている領域の
１つです。」

長寿福祉課

15

追加意見
（介護支援
専門員・災
害対応関

係）

＜第３回推進委員会　資料３　P186＞
○第５編第１章第１節　要配慮者支援体制の充実・
強化
　日本介護支援専門員協会では，災害ケアマネ
ジャーを養成しており，災害時における「介護支援
専門員」の位置づけや役割，職名を記載していた
だきたい。
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整理番号 項目
委員からの質問・意見等の内容

（要旨※一部要約） 質問・意見等に対する県の回答・対応方針 回答担当課

＜原案　Ｐ175＞
・ご意見を踏まえ，P175とP178を以下のとおり，修正しました。

P175【現状・課題】
「また，在宅医療・介護連携を推進するためには，市町村と医療
機関との連携が必要ですが，郡市医師会をはじめとする職能団
体との調整など，市町村単独で対応できない部分もあるため，
保健所をはじめとする県の広域的な支援が求められています。」

長寿福祉課

＜原案　P176＞
２　県の後方支援・広域的調整
　「在宅医療・介護連携については，地域の課題を踏まえ，その
課題に応じた対応策を実施することが必要であり，そのために
は，地域の在宅医療・介護に関するデータは極めて重要です。
　しかしながら，市町村においては，介護事業者等のデータは比
較的入手しやすいものの，医療機関や診療報酬等の医療に関
するデータは入手が困難な場合が多いため，県において，地域
の在宅医療・介護に関するデータを市町村に提供してまいりま
す。
　また，市町村と医療関係を跨ぐ広域的な取組みが求められて
いることから，保健所単位での意見交換の場を設けるなどして，
以下の広域的な取組みを念頭に，支援してまいります。」※併せ
て取組みを提示

長寿福祉課

・保健所の活用による，在宅医療・介護連携の推進について
は，現在も，保健所と二次保健医療圏（老人福祉圏）が，重複す
る圏域においては，合同での地域医療構想調調整会議等を実
施しており，今後とも，郡市医師会との連携などについても，市
町村・保健所・県庁が連携をとっていく方針です。

長寿福祉課

・国※においても，策定後の地域医療構想の具体化に向けた検
討は，地域医療構想調整会議の区域（本県では保健所に事務
局を設置）ごとに実施していくこととしており，今後も，地域医療
構想調整会議及び保健所・県も医療圏をまたいだ調整も担って
まいります。
　※「地域医療構想の進め方に関する議論の整理（H29.12.13厚
労省医療計画の見直し等に関する検討会）」

医療政策課

21
追加意見
（在宅医療

関係）

＜第３回推進委員会　資料３　P170，P174＞
○「看護職員」という表現と，「理学療法士，作業療
法士，言語聴覚士」という記載になっているが，「看
護職員」という表現を活かすのであれば，「リハビリ
テーション専門職員（理学療法士，作業療法士，言
語聴覚士）」という表現にし，「看護職員（保健師，
助産師，看護師・准看護師）」という表現にすべきで
ある。

＜原案　Ｐ168，170，172＞
・ご意見を踏まえ，「看護職員（保健師，助産師，看護師・准看護
師）」に修正しました。

長寿福祉課

22
追加意見
（在宅医療

関係）

＜第３回推進委員会　参考資料１（第７期　数値目
標（案）一覧）＞
○数値目標の設定項目については，どの数値目標
がどの施策・取組みに連動しているのかを分かる
ようにしてほしい。

・どの「数値目標」がどの「章，節，施策」に連動しているのか，表
現を工夫し，関係性を明示いたします。
※参考資料２「第７期数値目標一覧」参照

長寿福祉課

追加意見
（栄養ケ

ア）

＜第３回推進委員会　資料３　P60＞
○「生活習慣病の予防対策」を「生活習慣病の予
防及び重症化予防対策」に修正してほしい。

＜原案　Ｐ60＞
・ご意見を踏まえ，以下のとおり，修正しました。
　「生活習慣病の予防・重症化予防対策が喫緊の課題となって
います。」

保健予防課

追加意見
（栄養ケ

ア）

＜第３回推進委員会　資料３　P60＞
○「食事バランスガイド」を「食事アセスメント」に修
正してほしい。

＜原案　Ｐ60＞
・ご意見を踏まえ，以下のとおり，修正・追記しました。
「生涯にわたる健康の保持・増進のため，適切な食生活を多くの
方が実践できるよう，栄養成分表示や「食事バランスガイド」の
普及に努めるほか，「食事アセスメント」の実施や管理栄養士・
栄養士による栄養指導などを関係団体と協力して実施します。」

保健予防課

＜第３回推進委員会　資料３　P178＞
○広域的調整における保健所の活用
　保健所の活用により，医療圏を超える広域的調
整が可能なのか，具体的調整方法を記載するべき
である。

追加意見
（在宅医療

関係）
20

＜第３回推進委員会　資料３　P178＞
○市町村に対する後方支援・広域的調整について
　医療介護連携の主体となる市町村に対し，どの
ような部分に後方支援・広域的調整が必要であり，
また，県が実施していくのか明記すべきである。

追加意見
（在宅医療

関係）
19
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24
追加意見
（栄養ケ

ア）

＜第３回推進委員会　資料３　P60＞
○地域ケア会議等における専門職（管理栄養士・
栄養士）による栄養改善指導・助言の取組みと参
画に係る数値目標を追加してほしい。

＜原案　P61＞
・ご意見を踏まえ，修正・追記しました。

「イ　地域ケア会議等での助言
　県では，市町村が実施する地域ケア会議等において，職能団
体である県栄養士会の協力を得ながら，管理栄養士・栄養士の
関与を推進し，高齢者が日常生活を営むうえで基本となる食事
について，適切な栄養摂取や重症化予防といった視点での助言
が得られるようにします。
　こうした取組みにより，高齢者の低栄養改善，ひいては，自立
支援や重度化防止，生活習慣病等の重症化予防を推進しま
す。
また，市町村において，管理栄養士・栄養士が適切な栄養支
援・助言を行うことができるよう，資質向上を目的とした研修等を
行うとともに，多職種連携を推進します。」

長寿福祉課

・交通事故の防止のため，運転免許の自主返納のしやすい環
境整備を警察本部・生活環境部とも連携しながら推進してまいり
ます。

長寿福祉課

・同上 生活文化課

＜第３回推進委員会　資料３　Ｐ112＞
○認知症関係
　改正道交法の・・・説明に関しては，認知症と診断
され，免許が失効してしまってからでは，政策として
は，後手である。
　県として，高齢者の“生活の足”を確保するのはも
とより，リスクを抱えた際に運転免許の“自主返納
の推進”をうたっていただきたい。

追加意見
（認知症）

25
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